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教職課程における金融経済教育の現状と課題
―金融経済教育を行える教員の育成よりも、
　適切な外部連携ができる教員の育成を―

㈱大和総研金融調査部　瀬 戸　佑 基

〜要旨〜
　本稿では、教員の金融リテラシーを考察するための一材料として、教職課程において高校の「公民」

や「家庭」の免許状を取得する際に、どのような内容を学ぶ必要があるのかを調査した。公民科の免

許状を取得する際は経済学系の内容が必修となっていない一方、一部の公民科教員の志望者は「経済

学部」や「商学部」など金融経済教育と関連が深い学部の出身であり、教員間で知識量にばらつきが

ある可能性がある。他方、家庭科においては、経済学関連の内容が必修となってはいるものの、経済

学そのものを専攻した教員は少ないと考えられ、知識量が不十分な教員が多い可能性が示唆される。

ただし、教職課程においてはすでに学ぶべき内容が多く、金融・経済関連の内容の講義のみを特に拡

充することは難しい。教職課程では、金融・経済関連の内容そのものではなく、外部機関との適切な

連携の方法や事例を重点的に教えることが現実的だ。

1　金融経済教育の拡充への期待が高まる
　2022 年 4 月から、成年年齢が 20 歳から 18 歳

に引き下げられ、学校における消費者教育の重

要性が改めて意識されることとなった。また、

2022 年度から順次実施されている新たな高校の

学習指導要領においては、特に家庭科を中心に

金融経済教育が拡充された。加えて、「金融サー

ビスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」

に基づき、2024 年 4 月に金融経済教育推進機構

（以下、「J-FLEC」）が設立され、同年 8 月以降、

学校等への講師派遣事業を含む様々な事業が本

格的に開始される予定だ。学校などの教育現場

における金融経済教育の重要性や在り方が大き

く変化しつつあるといえる。

　教育現場における取り組みの推進にあたり重

要となるのが、教員の金融リテラシーと、金融

経済教育に対する意欲だろう。QUICK が 2022

年に行った教員に対するアンケート調査では、

「教員の金融教育への意欲、学校側の積極性が高

いほど、生徒の興味・関心も高い」との結果が

示されている。教員の果たす役割の大きさを考

慮すると、金融経済教育を推進するにあたり、

その教員に対してどのように働きかけることが

できるか、が重要になるといえる。他方、同調

査ではこの「意欲」について、「意欲は教員自身

の金融リテラシーが高まるほど向上するが、担
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当科目、性別、年齢、投資経験などによって教

員のリテラシーに差が見える」との結果も示さ

れている。

　本稿では、この教員自身の金融リテラシーを

左右する要素として、教員の養成段階に着目し、

教職課程ではどのような金融経済教育が行われ

ており、それは十分なのか、十分でないのであ

れば、どのように改善すべきかなどを具体的に

考察する。

2　教職課程における金融経済教育
（1） 教員免許制度の概要
　本章では、教員免許状を取得するために、具

体的にどのような学習が必要となり、その学習

の中にはどの程度金融・経済に関連する事柄が

含まれているのかを調査する。特に金融経済教

育に関連の深い教科として、高校の「公民」と

「家庭」を取り上げよう。なお、教員免許状には

いくつかの種類が存在するが、本稿においては

最も授与件数の多い「普通免許状」を取得する

場合を想定する。

　普通免許状の取得には、大学等において法令

で定められた科目及び単位を修得し、卒業をす

る必要がある。履修すべき科目は多岐にわたる

が、このうちの多くを占めるのは、教育職員免

許法施行規則（以下、「施行規則」）における、 

「教科及び教職に関する科目」だ 1）。この科目は

表 1 の通りいくつかの種類に分類され、それぞ

れ「各科目に含めることが必要な事項」が詳細

に規定されている。

　例えば、「教科及び教科の指導法に関する科目」

は、「教科に関する専門的事項」と「各教科の指

導法（情報通信技術の活用を含む。）」に分類さ

れ、合計で最低 24 単位以上の修得が求められて

いる（高校の例）。加えて、前者の「教科に関す

る専門的事項」では、免許教科の種類に応じて

さらに詳細な内容が規定されている。

（2） 公民科・家庭科教員志望者が学ぶ「教科
に関する専門的事項」

　表 1 で挙げた科目のうち、免許状を取得する

教科の内容に関する科目（数学であれば「代数

学」など）が含まれるのが、「教科に関する専門

的事項」だ。金融経済教育に関係の深い教科で

ある公民科と家庭科において、この「教科に関

する専門的事項」として何が挙げられているか

を、表 2 にまとめた。

　施行規則においては、表 2 に示す科目につい

て「それぞれ一単位以上修得するものとする」

とされている。また公民科にみられる「」でく

表１　教科及び教職に関する科目と、その内容（高校の例） 

（出所）「教育職員免許法施行規則」より大和総研作成 

教科及び教職に関する科目 各科目に含めることが必要な事項

教科及び教科の指導法に関する科目
「教科に関する専門的事項」

「各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）」
教育の基礎的理解に関する科目 「教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想」など

道徳、
総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目
「進路指導及びキャリア教育の理論及び方法」など

どな」習実育教「目科るす関に践実育教

大学が独自に設定する科目
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くられた科目に関しては、いずれか 1 つ以上の

単位の修得が求められている。例えば「法律学（国

際法を含む。）、政治学（国際政治を含む。）」で

あれば、「法律学（国際法を含む。）」か「政治学

（国際政治を含む。）」の単位をいずれか 1 単位以

上修得する必要がある。

　金融経済教育に関する内容が上記各科目のど

こに含まれているかを厳密に考えることは難し

いが、本稿では簡易的に、主に「経済学」とつ

く科目に含まれていると考えよう。表 2 からわ

かる通り、まず公民科においては、制度上は「社

会学」か「経済学（国際経済を含む。）」のいず

れかの単位を修得することで、教員免許状の取

得要件を満たすことができる 2）。つまり、理論

上は経済学関連の科目を受講せずに教員免許状

を取得することが可能となっている。経済学が

必修となっていない点については、業界団体か

ら改善を求める声があがっている。日本証券業

協会が事務局を務める「金融経済教育を推進す

る研究会」が 2024 年 3 月に文部科学省に対して

提出した要望書では、「社会科・公民科，家庭科

の教員を目指す大学生の教員養成課程において

は，経済学を必修とするなど，金融や経済につ

いて学ぶ機会を充実させる支援体制の整備が必

要」（p.10）とされている。

　他方、公民科の免許状は、「経済学部」や「商

学部」など、金融・経済分野と関連が深い学部

や学科でも取得することができる例がある。実

際に、上述の「金融経済教育を推進する研究会」

が 2023 年に行った全国の教員向けアンケート

（p.20）によると、回答した公民科教員のうちの

約 2 割が、「大学での専攻」が「経済学部系」で

あると回答している。経済学部などの出身者は、

教員免許状の取得に必要となる以外にも金融・

経済関連の科目の単位を多数修得している例が

多いと考えられる。このような教員と、経済学

部以外などの出身で「社会学」の単位修得のみ

で教員免許状で取得した教員との間では、知識

量に大きな差が生じている可能性がある。

　他方、家庭科においては「家庭経済学」を含

む「家庭経営学」の単位修得が必須となっている。

この点、家庭経営学の講義内の一分野として学

ぶのみではあるものの、公民科のように、経済

学系の科目を受講せずに教員免許状を取得する

ことはできない。ただし、家庭科の教員免許状

の取得が可能な学部は、教育学部のほか、「生

表２　高校公民科・家庭科における「教科に関する専門的事項」 

（出所）「教育職員免許法施行規則」より大和総研作成 

高校公民科

「法律学（国際法を含む。）、政治学（国際政治を含む。）」、

「社会学、経済学（国際経済を含む。）」、

「哲学、倫理学、宗教学、心理学」

高校家庭科

家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。）、

被服学（被服実習を含む。）、

食物学（栄養学、食品学及び調理実習を含む。）、

住居学、保育学
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活環境学部」や「家政学部」などが多く、教職

課程とは別に経済学系の科目を受講する例、特

に経済学を専攻する例は極めて少ないと考えら

れる。「金融経済教育を推進する研究会」（2023, 

p.20）による教員向けアンケートによると、回

答した家庭科教員のうち、約 7 割が「大学での

専攻」として「健康・生活科学部（家政・栄養

学部）系」と回答しており、「経済学部系」と回

答した教員は 0.2％に過ぎなかった。

　このように、教職課程における科目を見る限

り、公民科においては教員間で知識量にばらつ

きがある可能性があり、家庭科においては最低

限の知識を身につけた教員が多い一方、経済学

を専門的に学んだ例は少ないといえる。

　事実として、上述の「金融経済教育を推進す

る研究会」（2023, pp.33-34）によるアンケート

では、「金融経済教育を授業で取り扱う際に、難

しいと感じていることはありますか。」（複数回

答可）という設問に対して、高校公民科教員の

43.6％、高校家庭科教員の 61.2％が、「教える側

の専門知識が不足している」ことを挙げている。

特に高校家庭科教員においては、この回答の選

択率が最も高かった。

　このように、現在の教職課程において、金融・

経済関連の授業を行うにあたり十分な知識を全

ての公民科・家庭科教員が身につけることは難

しい。

（3） 教職課程における金融経済教育の難しさ
　：学習内容の多様性
　この問題への直接的な解決策は、「教職課程に

おいて金融経済教育をさらに充実させること」

となる。しかし現実的には、教職課程において

金融・経済関連の講義を増やすことは容易では

ない。現状でも幅広い科目の単位を修得し教育

実習や教員採用試験に臨む必要があり、すでに

時間的制約が大きいためだ。

　例えば、先述の表 2 を見ると、公民科におい

ては法律学・政治学や社会学・経済学、哲学・

倫理学など、家庭科においては被服学、食物学

から保育学まで様々な分野を学ぶ必要があり、

いずれの教科においても修得すべき内容が極め

て幅広いことがわかる。

　これに加えて、免許状取得のためには、表 1

で示した「教科及び教職に関する科目」やその

他の単位を多数修得する必要がある。また学部・

学科によっては、教職課程とは別に、卒業要件

を満たすために自身の専攻分野に関する科目を

受講する必要もある。4 年制大学であれば、な

るべく多くの単位を 3 年次までに修得した上で

教育実習に臨む必要があるため、各項目に割く

ことができる時間は限定されているといえる。

　これらの受講すべき科目は、いずれも重要度

が高いものであり、その必要性に順位付けを行

うことは難しい。言い換えると、これらの科目

のうち、とりわけ金融・経済に関連する科目を

優先して重点的に学ばせることは合理的ではな

い。よって教職課程における金融経済教育の拡

充ではない、セカンドベストの策を探ることが

現実的といえよう。

　なお、文部科学省に置かれている中央教育審

議会では、2023 年度に「教科に関する専門的

事項」について検討を行う委員会が設置された 

（「中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成

部会教科に関する専門的事項に関する検討委員

会」）。ただし、「社会」・「公民」に関しては議論

の主たる対象とはならず、議論の対象とされた

「家庭」に関しても、金融経済教育の不足につい

ての議論がなされたわけではない。教科に関す

る専門的事項に関しては、様々な科目において

数多くの論点があり、金融経済教育の不足につ

いても、数多くの論点のうちのごく一部に過ぎ
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ないと見受けられる。

（4） 教職課程における金融経済教育の難しさ
　：教授内容の多様性
　教職課程において学ぶ内容だけでなく、実際

に生徒に教える内容についても、金融・経済関

連の内容を特に優先させる合理性には乏しい。

新たな学習指導要領において、特に高校家庭科

を中心に金融経済教育が拡充された、とされる

ことが多い。事実として、「高等学校学習指導要

領（平成 30 年告示）解説　家庭編」では「預貯金，

民間保険，株式，債券，投資信託等の基本的な

金融商品の特徴（メリット，デメリット），資産

形成の視点にも触れながら，生涯を見通した経

済計画の重要性について理解できるようにする」

（p.75）といった踏み込んだ内容の記述がなされ

ており、金融業界では大きな話題となった。

　しかし、学習指導要領の改訂点は、金融経済

教育の拡充に限ったものではない。文部科学省

が公表している「高等学校学習指導要領の改訂

のポイント」によると、「教育内容の主な改善事

項」（pp.2-3）としては「言語能力の確実な育成」、

「理数教育の充実」などが挙げられており、金融

経済教育が特別に重要な項目として挙げられて

いるわけではない。強いて言えば「その他の重

要事項」の一項目として「主権者教育、消費者

教育、防災・安全教育などの充実」が挙げられ

ている程度だ。

　当然、これはここで挙げられていない改訂点

は重要ではない、ということを意味するもので

はない。また前述の通り、学習指導要領の「解説」

においてより具体的な記述がなされた、という

意味において、金融経済教育が拡充されたこと

は事実だ。しかしこの金融経済教育の拡充につ

いては、数ある学習指導要領の改訂点のうちの

一部に過ぎない点を認識する必要がある。

　これらの点を考慮すると、金融・経済分野だ

けを教職課程にてとりわけ重点的に学ばせ、ま

た実際の学校現場でも手厚く教える合理性には

乏しい。

3　教員の知識を深めることだけがゴールで
はない

　このように、教職課程において金融・経済関

連の講義に割くことができる時間は限られてい

る上、実際の学校現場においても、金融経済教

育だけがとりわけ重要視されているわけではな

い。よって、教職課程において、教員の金融・

経済関連の知識をより深めていくことを目標と

することは難しいといえる。この点を考慮する

と、教職課程においては、教員が十分な知識を

つけ、教員自身が授業を行う、という金融経済

教育の内製化を目標にするよりも、セカンドベ

ストの策として、必要に応じて外部機関に講師

派遣を依頼したり、外部機関が作成した教材を

活用したりといった、適切な連携をとることが

できる教員の養成を行うことが重要となるとい

えるだろう。

　しかし、金融経済教育分野における学校と外

部機関との連携については、教員側にその意欲

があるものの、円滑に実施できていない可能性

がある。

　先述の「金融経済教育を推進する研究会」

（2023, pp.76-78）によると、「金融経済教育を授

業で実施するに当たって、現在、教科書以外に

利用している教材等」（複数回答可）としては、

選択率が高かった順に「教科書作成会社の副読

本・資料集」、「教員作成のオリジナル教材」、「新

聞・雑誌の記事」と続き、「専門機関・業界団体

等が提供する教材」は第 4 位（選択率 34.0％）、 

「外部講師」は第8位（選択率15.4％）に過ぎなかっ

た。他方、「今後、教科書以外に利用を検討（利
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用継続）したいと考える教材等」としては、選

択率が高いものから「外部講師」、「視聴覚教材

（ビデオ・DVD）」、「専門機関・業界団体等が提

供する教材」と続いている。この結果を踏まえて、

「金融経済教育を推進する研究会」（2023, pp.293-

294）は、「専門機関等による教員向けの金融経済

教育に関する支援活動をより一層充実させると

ともに、専門機関等の活動に関する情報に対し、

教員が容易にアクセスできるような工夫も必要」

と結論付けているが、これに加えて教職課程の

時点で外部機関との連携事例について重点的に

教授することで、教員側からの依頼のハードル

を引き下げることができるだろう。

　各業界団体、民間金融機関など、金融経済教

育に関する教材を作成し、かつ講師派遣を行う

ことができる組織や企業は数多く存在する。例

えば J-FLEC では、企業や学校等に J-FLEC が

認定したアドバイザーを派遣し、出張授業を行

う予定だ。またこれ以外にも、民間金融機関な

どが講師派遣を行う例は多い。一例として、全

国銀行協会が作成する「全国銀行金融教育活動

MAP」によると、同協会の加盟行による「講師

派遣」の例だけで 70 行程度（原稿執筆時点）の

例が紹介されている。銀行以外にも、証券会社、

保険会社などが独自性を持った様々な講師派遣

を行っている。

　また教材についても、様々な機関によって様々

なタイプ・対象のものが作成されている。学校

の授業で使用可能な副教材が学習指導案と共に

作成されている例や、授業内で活用可能なシミュ

レーションツールが提供されている例もあり、

活用の余地が大きい。

　なお、教職課程にて教えるべき外部機関との

連携事例については、金融・経済分野に限る必

要はない。このような講師派遣や教材作成につ

いては、金融・経済分野以外でも行われており、

様々な分野で授業に取り入れることが可能だ。

　例えば公民科においては、法務省が「法教育

出前授業・講師派遣」を行っていたり、家庭科

においては、食品メーカーが「食育」などをテー

マに講師派遣を行っていたりする例がある。よ

り実践的な内容の授業が行われることで、生徒

が内容をより理解しやすくなることが期待され

るほか、教員負担の軽減にもつながる可能性が

ある。教職課程において、「外部との連携」の事

例やその方法について、金融経済教育分野に限

らず、一般論としてより重点的に教授する意義

は大きいだろう。

4　おわりに―学校における円滑な金融経済
教育の推進のために

　本稿で述べた通り、教職課程において修得す

べき単位数は多く、時間的な余裕は限られてい

るため、追加的に金融・経済関連の単位の修得

を必須にすることは難しいだろう。また新たな

学習指導要領は、学校教育の場において「金融

経済教育『が』重要となった」のではなく、「金

融経済教育『も』重要となった」ととらえるべ

き内容だ。これらの点を考慮すると、教員養成

段階における金融経済教育を拡充するのではな

く、外部機関との適切な連携の方法や事例の教

授を強化することが現実的だ。

　しばしば指摘されるように、日本の学校教員は

長時間労働が常態化している。文部科学省は「教

員勤務実態調査（令和 4 年度）【速報値】（概要版）」

（2023, p.1）において、「前回調査（平成 28 年度）

と比較して、平日・土日ともに、全ての職種にお

いて在校等時間が減少したものの、依然として長

時間勤務の教師が多い」と結論付けている。教員

自身の教材研究の一部をアウトソーシングすると

いう点でも、外部との適切な連携方法を探ってい

くことが効率的だといえるだろう。
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【注】

1）この他、教育職員免許法施行規則第 66 条の 6

に定められた科目（日本国憲法など）の単位を修

得することなどが必要となる。

2）なお、各大学の学部・学科レベルでは、「教科

に関する専門的事項」のうちの必修科目として、

経済学系の科目を設定する例もある。また学部・

学科によっては、教員免許状の取得とは関係なく、

卒業要件として経済学系の科目が必修となってい

る例もある。
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